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事務執行概要
総務・専各振興グループ
　（総務担当）

１　私立学校審議会の開催

　　学校法人の設立及び私立学校等の設置、廃止等に関する認可を行うにあたり、意見を聴　くため私立学校審議会を開催した。

　令和元年度私立学校審議会の開催
	
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	  eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	 　開　催
	  eq \o\ad(開催年月日,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(諮問件数,　　　　　　　　　　)
	

	
	第１回
	1. 7.29
	４件
	第３回
	2. 3.24
	１１件
	

	
	第２回
	1.12.23
	５件


	-
	-
	-
	

	
	
	
	
	計
	
	２０件
	


　
〔諮問の内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件
	
	 　　区　　分
	 　　　　　学　　　　校　　　　種　　　　別
	 計
	

	
	
	 高等学校
	 中学校
	 小学校
	 幼稚園
	 専修学校
	 各種学校
	
	

	
	  eq \o\ad(法人設立,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	１
	１
	

	
	  eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	１
	１
	２
	

	
	  eq \o\ad(設置者変更,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(法人の解散,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	１
	
	
	１
	

	
	  eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	１
	
	
	１
	
	
	２
	

	
	 法人の組織変更
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(課程の設置,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(課程の廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	
	
	
	
	１
	
	１
	

	
	 学科の設置
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学科の廃止
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(収容定員)
	３
	１
	
	
	
	２
	６
	

	
	 学則変更(広域通信制)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	 学則変更(協力校設置)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 学則変更(教育課程変更)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	 学則変更(生徒納付金変更)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	学則変更(教育区域変更)
	１
	
	
	
	
	
	１
	

	
	目的変更
	
	
	
	
	４
	１
	５
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	９
	１
	
	２
	６
	５
	２３
	


（注）一つの諮問案件に対して、複数の内容が含まれるため、諮問件数と内訳件数とは相違する。
　　　　〔諮問結果〕　適当である。　　　　　　　　　　　　　　　１９件
継続審議とする。　　　　　　　　　　　　　　１件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校法第８条
２　私立学校関係者に対する栄典及び表彰

　　私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、専修学校及び各種学校の関係者で功績顕著　なものについて、栄典候補者、文部科学大臣表彰候補者及び憲法記念日知事表彰候補者と　して推薦を行ったほか、教育長表彰を行った。

	
	 　　区　　　　　分
	 　　 eq \o\ad(受彰者,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	叙位・叙勲
	生存者叙勲　　１人

死亡叙位　　０人
	

	
	褒賞（藍綬）
	０人
	

	
	文部科学大臣表彰
	 　　　　　　　　２人
	

	
	知事表彰
	 　　５月　　　１５人
	

	
	教育長表彰
	１１月　　　２１人
	


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　位階令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　春秋叙勲候補者推薦要綱及び褒賞条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育者表彰実施要項及び教員表彰実施要綱

（文部科学大臣表彰）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府表彰規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府私学教育功労者表彰要領

（調整担当）
１　大阪府育英会事業に対する助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額

	
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	

	
	令和元年度
	665,686千円
	619,683千円
	0円
	

	
	平成３０年度
	718,419千円
	671,926千円
	0円
	

	
	平成２９年度
	767,407千円
	742,237千円
	0円
	


　教育の機会均等を図るため、向学心に富みながら経済的理由によって修学の困難な者に対する奨学金の貸付事業等を行う公益財団法人大阪府育英会に対して、同会の運営に要する経費について補助した。
(1)　運営費補助金

       　     551,641,492円
(2)　高等学校等奨学事業費補助返還金　   68,041,684円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２

　○　令和元年度　大阪府育英会奨学資金貸付状況　　　　　        〔参　考〕
	区　　　　分
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	新規
	2,932人
	290,923千円

	
	
	継続
	6,058人
	604,909千円

	
	
	
	8,990人
	895,832千円

	
	私　立
	新規
	3,404人
	472,196千円

	
	
	継続
	7,495人
	1,054,784千円

	
	
	
	10,899人
	1,526,980千円

	
	計
	19,889人
	2,422,812千円

	専修学校
高等課程
	私　立
	新規
	501人
	88,236千円

	
	
	継続
	833人
	157,732千円

	
	
	
	1,334人
	245,968千円

	合　　　　計
	21,223人
	2,668,780千円


  ○　令和元年度　大阪府育英会入学時増額奨学資金貸付状況　　　　      〔参　考〕
	区分
	貸付単価
	貸付人員
	貸付金額

	高等学校
	国公立
	50,000円以内
	2,129人
	106,370千円

	
	私立
	250,000円以内
	2,599人
	614,890千円

	
	計
	
	4,728人
	721,260千円

	専修学校
高等課程
	私立
	250,000円以内
	277人
	67,650千円

	合　　計
	5,005人
	788,910千円


２　大阪府大学修学奨学金の国庫返還
	
	年　度
	予　算　額

	
	

	
	
	
	決　算　額
　　　　　　　　　
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	平成元年度
	11,424千円
	11,410千円
	1,138千円
	

	
	平成３０年度
	10,785千円
	10,785千円
	1,973千円
	

	
	平成２９年度
	10,369千円
	10,369千円
	2,065千円
	


　同和対策の一環として実施していた大阪府大学修学奨学金の返還金等のうち、国庫補助金相当分を国に返還した。
(1)　大学修学奨励費補助金返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　 11,409,851円
（専各振興担当）
１　私立専修学校、各種学校の認可、届出の受理及び指導

　　学校法人の設立の認可及び私立専修学校、各種学校の設置、廃止、解散の認可等を、私　立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立専修学校、各種学校に関する各種の届出　事項を受理するほか、私立専修学校、各種学校の管理運営、学校法人化の促進等について　指導助言を行い、健全な育成に努めた。

　令和元年度認可及び届出件数

	(1) 認可等件数
	５６件

	
	法人設立
	１件

	
	法人合併
	　０件

	
	法人解散
	　０件

	
	設置者変更
	　０件

	
	 eq \o\ad(学校設置,　　　　　　　　　　　　)
	１件

	
	 eq \o\ad(学校廃止,　　　　　　　　　　　　)
	　０件

	
	学校閉鎖
	　０件

	
	 eq \o\ad(課程の設置、廃止,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	１件

	
	寄附行為変更
	４９件

	
	目的変更
	　３件

	
	学則変更（収容定員）
	　１件


	(2)届出件数
	３２４件

	
	 eq \o\ad(校長変更,　　　　　　　　　　　　)
	３２件

	
	 eq \o\ad(学則変更,　　　　　　　　　　　　)
	１９１件

	
	 eq \o\ad(名称変更,　　　　　　　　　　　　)
	５件

	
	校地・校舎変更
	２６件

	
	理事長（代表者）変更
	７件

	
	 eq \o\ad(役員変更,　　　　　　　　　　　　)
	１６件

	
	位置変更
	２件

	
	寄附行為変更
	２件

	
	登記完了
	４３件

	
	
	


根拠法令等　 学校教育法第４、10、13条、130条、131条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、24条の３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、６条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45、64条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第３、４、13条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行細則第４条　組合等登記令第３、６条

２　私立専修学校高等課程の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	1,181,102千円
	1,166,684千円
	0千円
	

	
	平成３０年度
	1,237,423千円
	1,175,464千円
	0千円
	

	
	平成２９年度
	1,020,570千円
	1,008,249千円
	0千円
	


　　私立専修学校の高等課程の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的　負担を軽減するとともに、学校経営の安定化を図るため、高等課程を設置する学校法人に　対し、その経常的経費について補助した。

　　この補助は、補助限度額を定め、学校法人会計基準の導入や、教育活動への支出状況等に応じ、一定の基準に基づき配分した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	17校
	17校
	17件
	1,166,684千円
	


　　　　　　　　                     根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第232条の２

３　私立専修学校専門課程質保証・向上事業に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	60,000千円
	27,713千円
	0千円
	

	
	平成３０年度
	67,500千円
	30,365千円
	0千円
	

	
	平成２９年度
	69,503千円
	16,648千円
	0千円
	


　　私立専修学校の専門課程において、企業等との産学連携の強化、教員の資質向上及び学校関係者評価実施等の推進により、教育内容を充実することで、専修学校の質保証・向上を図るため、申請のあった設置者に対し、企業等との産学連携及び教員研修に要する費用の一部を補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	31校
	31校
	31件
	27,713千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２

４　私立外国人学校の経常費に対する助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	61,446千円
	61,446千円
	0千円
	

	
	平成３０年度
	60,137千円
	60,137千円
	0千円
	

	
	平成２９年度
	58,905千円
	58,905千円
	0千円
	


　　私立外国人学校の教育条件の向上を図り、在学している生徒の修学上の経済的負担を軽　減するため、外国人学校を設置する学校法人に対し、その経常的経費について補助した。
	
	 　補助対象校
	 　申　請　数
	 　 eq \o\ad(補助件数,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　)
	

	
	4校
	4校
	4件
	61,446千円

千円
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方自治法第 232条の２

５　私立専修学校高等課程等生徒の授業料支援・減免助成

(1)私立専修学校高等課程等授業料支援助成

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	911,761千円
	887,471千円
	50千円
	

	
	平成３０年度
	893,098千円
	889,833千円
	456千円
	

	
	平成２９年度
	949,971千円
	943,316千円
	1,029千円
	


　　  私立専修学校高等課程等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立専修学校高等課程等に在籍する府民である生徒に対し、次のとおり設置者を通じて

授業料支援を行った。
	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	専修学校

高等課程等

（28校）
	【令和元年度以降入学生】

303,000円他

362,400円他

421,800円他

281,200円他

181,200円他
	人

452
211
360
184
43
	円

103,290,340
62,038,139
125,715,549
57,069,597
6,182,948

	
	【平成28年度以降入学生】

283,000円他
342,400円他
401,800円他
361,200円他
261,200円他
	756

390

550

250

33
	172,893,918
112,824,309

190,297,419

55,039,109

2,069,665

	
	計
	3,229
	887,420,993


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
(2)東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成

（予算額は対象全学種合計額。決算額は私立専修学校・各種学校分のみ）

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	1,351千円
	0千円
	0千円
	

	
	平成３０年度
	2,441千円
	0千円
	0千円
	

	
	平成２９年度
	2,441千円
	0千円
	0千円
	


生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付

が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を

減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 専修学校専門課程
	 　　　     0 人
	             0 円
	

	
	 　　　合　　　　計


	 　　　     0 人
	             0 円
	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

地方自治法第 232条の２
６　私立高等学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	883,840千円
	816,731千円
	816,731千円
	

	
	平成３０年度
	864,369千円
	860,805千円
	860,805千円
	

	
	平成２９年度
	919,995千円
	915,379千円
	915,379千円
	


(1)私立高等学校等就学支援金交付金

私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)
	交付単価（月額）
	生 徒 数
	 　交　付　金　額
	

	
	専修学校高等課程等
 　基礎分

 　２．５倍

加算分(2倍)

〃　(1.5倍)

（33校）
	 　   

 9,900 円

 　   14,850 円

9,900 円

 　    4,950 円
	913 人

 1,537 人

885 人

 1,328 人
	84,368千円
396,258千円
152,767千円
183,338千円
合計 816,731千円
	


根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

　　　　　　　　　　　　　　　　　就学支援金の支給に関する法律第７、８条
(2)高等学校等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立専修学校高等課程等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	補助対象校数
	補助金額

	令和元年度
	33校
	3,418千円

	平成３０年度
	34校
	5,515千円

	平成２９年度
	33校
	6,634千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

７　私立高等学校等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	7,901千円
	5,475千円
	5,475千円
	

	
	平成３０年度
	8,594千円
	6,641千円
	6,641千円
	

	
	平成２９年度
	6,965千円
	4,897千円
	4,897千円
	


私立専修学校高等課程等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立専修学校高等課程等の設置者に私立学校等学び直し支援金を交付した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	
	基礎分

加算分(2.5倍)

　〃　(2倍)

〃　(1.5倍)

（16校）
	       9,900 円

 　   14,850 

 9,900 

 　    4,950 
(1単位あたり額)
	 　  6 人

 14 人

    10 人

     5 人
	   　     584,100 円

    　  2,900,000 円

     　 1,381,200 円

608,850 円


	

	
	合　　計


	
	35 人


	5,474,650 円
	


根拠法令等　　高等学校等就学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
８　全国を先導する職業教育の展開

　「将来ビジョン・大阪」で掲げた「職業教育ナンバー１」を目指し高等学校や専修学校の生徒に対して職業教育の機会を提供するため、以下の団体の運営費の一部を負担した。


大阪進路支援ネットワーク（負担金）

９  私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	耐震診断
	0校
	0千円

	耐震改修
	1校
	4,295千円

	合　　計
	1校
	4,295千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震診断、耐震改修工事及び耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助を行うもの。
根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方自治法第 232条の２

10　国庫補助金等交付事務

私立学校に係る私立学校施設整備費補助金等の経由事務は、次のとおりである。

　(1)私立学校施設整備費補助金（私立大学・大学院等教育研究装置施設整備費）

　　　　  ５校 151,898千円

(2)私立大学等研究設備整備費等補助金（私立大学等研究設備等整備費）

　　　　  ７校　 30,509千円

11　私立専修学校、各種学校生徒知事賞

　　専修学校、各種学校の生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者について、卒業時に　知事賞を授与した。
	区　　　　　　分
	受　賞　生　徒　数

	専　修　学　校
	１９７人

	各　種　学　校
	７人

	計
	２０４人


12　私立専修学校専門課程修学支援実証研究事業
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	20,528千円
	10,857千円
	10,857千円
	

	
	平成３０年度
	13,080千円
	9,081千円
	9,081千円
	

	
	平成２９年度
	7,864千円
	5,267千円
	5,267千円
	


　専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、専門学校生に対する経済的支援策について総合的な検討を進めるため、「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研修事業」を国からの委託事業として実施した。
13　高等教育の修学支援新制度に係る機関要件確認等
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	18,066千円
	5,508千円
	5,508千円
	

	
	平成３０年度
	―
	―
	―
	

	
	平成２９年度
	―
	―
	―
	


(1) 高等教育負担軽減実施体制整備（私立専門学校に係る事務処理体制の整備）

　高等教育の修学支援新制度の円滑な導入・定着を図るため、私立専門学校に係る事務処理体制を構築した。
(2) 機関要件の確認

	
	対象校
	申請校
	確認校
	

	
	204校
	120校
	119校
	


　私立専修学校（専門課程）設置者からの申請に基づき、法令に定める授業料等減免制度の対象となる専門学校の要件（機関要件）を満たしているかを確認した。

根拠法令　大学等における修学の支援に関する法律
　　　　　第７条第１項及び第２項

小中高振興グループ

１　私立小・中・高等学校の認可、届出の受理及び指導
　　学校法人の設立の認可及び私立小・中・高等学校の設置・廃止等、私立小・中・高等学　校に関する各種の認可を、私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立小・中・高　等学校に関する各種の届出事項を受理するほか、私立小・中・高等学校の管理運営等につ　いて指導助言を行い、健全な育成に努めた。

令和元年度認可及び届出件数

	(1) 認可件数
	６３件

	
	学校設置
	　　３件

	
	学校廃止
	　　１件

	
	学科廃止
	　　１件

	
	設置者変更
	　　１件

	
	学則変更（収容定員）
	　　４件

	
	学則変更（通信制）
	４件

	
	寄附行為変更
	４７件

	
	組織変更
	２件


	(2) 届出件数
	３２５件

	
	校長変更
	３３件

	
	位置変更
	　　１件

	
	学則変更
	１５４件

	
	校地校舎変更
	　３１件

	
	理事長変更
	　９件

	
	役員変更
	　３４件

	
	登記完了
	　６１件

	
	寄付行為変更
	２件


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、45条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第１条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第２、３、６条

２　私立小・中・高等学校の経常費に対する助成
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	35,727,554千円
	35,684,419千円
	5,374,170千円
	

	
	平成３０年度
	36,202,583千円
	36,180,184千円
	5,393,234千円
	

	
	平成２９年度
	36,401,319千円
	36,399,932千円
	5,374,149千円
	


　　学校教育に大きな役割を果たしている私立学校の重要性に鑑み、教育条件の維持向上、

保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るとともに、私立小・中・高等学校等の経常的経費について補助した。
	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	 eq \o\ad(補助単価,　　　　　　　　　　　　)

	補 助 金 額


	 　 eq \o\ad(配分方法,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	

	
	 高等学校（全日制）　　　96校
	 　　　　　　　円

         306,700
	 　　　　千円

   28,192,031
	 学校の規模や教職員数、生徒数、財務情報等の非公表状況、役員報酬の額等に応じ、一定の基準に基づいて配分


	

	
	中等教育学校     　　　　　1校
	前期   268,345
	      153,506
	
	

	
	
	後期   306,700
	
	
	

	
	 中　学　校　　　　　　  63校
	       268,345
	    5,498,404
	
	


	
	 小　学　校　　　    　　17校
	 　　   232,900
	    1,493,355
	
	

	
	 高等学校　狭域通信制　　 4校

広域通信制　　 4校
	平均　　28,607
	      347,123
	
	

	
	合　　計　　  185校
	
	   35,684,419
	
	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第９、10条

３　私立高等学校等生徒の授業料支援・減免助成

（予算額のうち、東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成分は対象全学種合計額。ただし、決算額は私立幼稚園及び私立専修学校・各種学校分を除く）
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	19,360,581千円
	19,249,198千円
	2,846千円
	

	
	平成３０年度
	18,304,993千円
	18,217,766千円
	4,399千円
	

	
	平成２９年度
	18,849,569千円
	18,760,021千円
	2,785千円
	


 (1)私立高等学校等授業料支援助成

　　  私立高等学校等における生徒の就学を容易にし、教育の機会均等を図るため、私立高　　等学校等に在学する府民である生徒に対し、次のとおり学校法人を通じて授業料支援を　　行った。

	区　　分
	補 助 単 価
	補 助 人 員
	補 助 金 額

	全

日

制
	府内校

（96校）
	【令和元年度以降入学生】
303,000円他

362,400円他

421,800円他

281,200円他

181,200円他

【平成28年度以降入学生】

283,000円他

342,400円他

401,800円他

361,200円他

261,200円他


	人
3,502　
2,489
6,816
6,284
1,923
8,021

6,411

13,287

11,537

828
	円
983,038,004　
840,234,109
2,683,943,863
2,222,162,896
369,213,792
2,061,999,060

2,094,014,103

5,012,521,699

2,786,474,174

68,334,081

	
	
	計
	　　61,098
	19,121,935,781

	通

信

制
	府内校

（9校）
	【令和元年度以降入学生】

1,532円/単位他

2,814円/単位他

【平成28年度以降入学生】

1,532円/単位他

2,814円/単位他

【平成26年度以降入学生】

　　1,532円/単位他

2,814円/単位他

5,220円/単位他

【平成22年度入学生】

1,532円/単位他

2,814円/単位他
	456
386
1,507
1,168
19
11
5
5
2
	6,886,014
25,243,560
25,074,049
　64,650,185
240,322
449,239
27,613
22,204
7,344

	
	
	計
	3,559
	122,600,530

	合　　計
	64,657
	19,244,536,311


(2)私立小・中・高等学校生徒授業料減免助成
　　　保護者等の失職、倒産などの家計急変による経済的理由から授業料の納付が困難とな

った児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
 中学校
小学校
	6人
4
1
	       1,834,579円
       1,369,000
426,664
	

	
	合　　　　計


	11

	       3,630,243

	


(3)東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成
　　　生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を減免した。

	
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)
	

	
	 高等学校
	2人
	 1,031,000円
	

	
	 　　　合　　　　計
	 　      　 2  
	 1,031,000円

	


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

４　私立高等学校等就学支援金（平成22年4月1日法律施行）
	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	14,640,661千円
	14,526,568千円
	14,525,679千円
	

	
	平成３０年度
	14,667,589千円
	14,749,672千円
	14,748,420千円
	

	
	平成２９年度
	14,840,274千円
	14,795,438千円
	14,792,294千円
	


(1)私立高等学校等就学支援金交付金

私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に高等学校等就学支援金を交付した。
【新制度】

	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	 基礎分

 加算分(2.5倍)

　 〃　(2倍)

〃　(1.5倍)

（98校）
	 　    9,900 円

 　   24,750 

19,800 

 　   14,850 
	32,079 人

14,584
 12,940
 27,671
	3,166,233,600 円

3,635,164,768
 2,246,794,548
 3,923,201,350
	

	
	通

信

制
	基礎分

加算分(2.5倍)

　〃　(2倍)

〃　(1.5倍)

（9校）
	       4,812 円

　　　12,030 

 　    9,624 

 　    7,218 
(1単位あたり額)
	 3,773 人

3,466
 2,033
 3,196
	   　 207,624,709 円

    　601,044,630
      291,445,766
383,264,296

	

	
	合　　計


	
	99,742 人


	 　 14,454,773,667円
	


【旧制度】

	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	一律分
 加算分(2倍)

〃　(1.5倍)

（0校）
	 　    9,900 円

 　   19,800 

 　   14,850 
	0 人

0
0
	0 円

0

0
	

	
	通

信

制
	一律分

加算分(2倍)

〃　(1.5倍)

（2校）
	       4,812 円

 　    9,624 

 　    7,218
(1単位あたり額)
	 42 人

1
1
	   　      57,744 円

    　    101,052
     　   125,112

	

	
	合　　計


	
	    44 人


	 　       283,908円
	


　　　　　　　　　　根拠法令等　　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第６、７条
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等

　　　　　　　　　　　　　　　　　就学支援金の支給に関する法律第７、８条

(2)私立高等学校等就学支援金事務費交付金

就学支援金の支給に関して行う事務の執行に要する費用に充てるため、私立高等学校等の設置者に事務費交付金を交付した。

	年度
	交付対象校数
	交付金額

	令和元年度
	106校
	70,622千円

	平成３０年度
	107校
	109,361千円

	平成２９年度
	105校
	125,012千円


　　　　　　根拠法令等　　大阪府私立高等学校等就学支援金事務費交付金交付要綱第３条

５　私立高等学校等学び直し支援金

	
	年　度
	予　算　額
	
	

	
	
	
	決　算　額
	
	

	
	
	
	
	うち特定財源
	

	
	令和元年度
	44,938千円
	36,359千円
	36,359千円
	

	
	平成３０年度
	42,855千円
	35,011千円
	35,011千円
	

	
	平成２９年度
	28,296千円
	21,643千円
	21,643千円
	


私立高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる生徒

　に代わり代理受領する私立高等学校等の設置者に私立高等学校等学び直し支援金を交付

した。

	
	 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　)

	交付単価（月額）


	生徒数


	 　交　付　金　額


	

	
	全

日

制
	基礎分

加算分(2.5倍)
加算分(2倍)

〃　(1.5倍)

（6校）
	       9,900 円

 　   24,750 
      19,800
 　   14,850 
(1単位あたり額)
	 　 2 人

1
1
4

	   　     207,900 円

74,250
178,200
356,400
	

	
	通信

制
	基礎分

加算分(2.5倍)

　〃　(2倍)

〃　(1.5倍)

（9校）
	       9,900 円

 　   24,750 

19,800 

 　   14,850 
(1単位あたり額)
	57 人

147
87
106
	   　   3,712,500 円

       13,978,093
        7,856,448
9,995,664

	

	
	合　　計


	
	405 人


	 　   36,359,455 円
	


根拠法令等　　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条
　　　　　　　　　大阪府私立高等学校等学び直し支援金交付要綱第４条
６　私立学校退職金給付事業に対する助成

	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	458,192千円
	458,192千円
	0千円

	平成３０年度
	451,636千円
	451,636千円
	0千円

	平成２９年度
	447,137千円
	447,137千円
	0千円


私立学校に優秀な教職員を確保し、その定着を図るため、公益財団法人大阪府私学総連合会の退職金給付及び給付積立事業に対して補助した。

　　〔参考〕加入者及び加入人員　　　　　　　　　　   （H31.3.31）

	 　区　　　　分
	 　　加入団体数
	 　　 eq \o\ad(加入教職員数,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	小・中・高等学校
	88
	
	6,008
	人

	 eq \o\ad(幼稚園,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	374
	
	6,513
	

	 eq \o\ad(私学団体,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	4
	
	26
	

	計
	466
	
	12,547
	


根拠法令等　　地方自治法第232条の２

７　私立高等学校等の教育振興に資する教育活動に対する助成
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	53,690千円
	53,409千円
	26,704千円

	平成３０年度
	53,690千円
	53,525千円
	26,763千円

	平成２９年度
	53,508千円
	53,372千円
	26,686千円


　私立小・中・高等学校が独自の建学の精神に基づき行っている教育の振興を図るととも

に、社会の変化に対応した教育改革に資するため、教育振興に資する教育活動に要する経

費について補助した。

　　補助対象校等　　　次世代を担う人材育成の推進事業　　　　　　　　　１３２校

　　　　　　　　　　　次期学習指導要領に向けた取組の促進事業　　　　　　１２校

　　　　　　　　　　　教育相談体制の整備事業　　　　　　　　　　　　　１３５校
　　　　　　　　　　　職業・ボランティア・文化等の体験活動の推進事業　１１８校

健康・安全・食に関する教育の推進事業　　　　　　１０８校

特別支援教育に係る活動の充実事業　　　　　　　　　１２校

外部人事活用の推進事業　　　　　　　　　　　　　１１７校

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

８　障がいのある生徒の高校生活支援に対する助成
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	881千円
	688千円
	344千円

	平成３０年度
	239千円
	239千円
	119千円

	平成２９年度
	170千円
	163千円
	81千円


　　私立高等学校等において障がいのある生徒の学校生活支援を行うため、学習支援員及び介助員を配置する私立高等学校に対し、その人的配置経費について補助した。
　　補助金交付件数　４件

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

９　学校経営推進費補助（高等学校課予算計上）
　　校長の学校マネジメントを強化し、学校の教育目標を達成するため、大阪府教育振興基本計画を踏まえて指定する教育課題に対し、ＰＤＣＡサイクルによる高い効果が見込まれる事業計画を提案する高等学校に対して補助した。

　〔令和元年度支援校決定分（３ヵ年事業）〕

　　参加申請件数　　　２件

　　補助金交付件数　　０件　　　　　　　0円

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条

10  私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	耐震診断
	5校
	2,977千円

	耐震改修
	6校
	58,073千円

	耐震改築
	1校
	3,946千円

	合　　計
	12校
	64,996千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震改修工事及び耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助した。

根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条　　

11　私立高等学校等奨学のための給付金
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	1,632,421千円
	1,413,907千円
	471,302千円

	平成３０年度
	1,503,552千円
	1,484,914千円
	494,971千円

	平成２９年度
	1,492,634千円
	1,490,038千円
	496,679千円


　　私立高等学校等に在学する全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得者世帯の保護者等に奨学のための給付金を支給することにより、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図った。

	学校種
	区分
	支給単価
	生徒数
	支給金額
	

	高等学校
（全日制）

（定時制）
	生活保護世帯
	円
	人
	円
	

	
	
	52,600
	1,156
	60,805,600
	

	
	非課税世帯(第1子)
	98,500
	7,249
	714,026,500
	

	
	非課税世帯(第2子)
	138,000
	3,159
	435,942,000
	

	高等学校
（通信制）
	生活保護世帯
	52,600
	428
	22,512,800
	

	
	非課税世帯
	38,100
	1,759
	67,017,900
	

	専修学校
各種学校
	生活保護世帯
	52,600
	338
	17,778,800
	

	
	非課税世帯(第1子)
	98,500
	673
	66,290,500
	

	
	非課税世帯(第2子)
	138,000
	214
	29,532,000
	

	合　計
	
	14,976
	1,413,906,100
	


根拠法令等　高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための給付金）交付要綱第３条

大阪府私立高等学校等奨学のための給付金支給要綱第３条
12　高校生留学支援金（短期派遣）

　　将来の大阪の発展を支える国際的な視野を持った人材を育成するため、外国の高等学校等に留学する者に対して、留学支援金を支給した。
	年　度
	補助対象校数
	
	

	
	
	
	補助金額
	

	
	
	補助人員
	
	うち特定財源

	令和元年度
	2校
	32名
	1,824千円
	1,824千円

	平成３０年度
	5校
	65名
	3,900千円
	3,900千円

	平成２９年度
	2校
	40名
	2,400千円
	2,400千円


　　　　　　　　　　　根拠法令等　大阪府高校生留学支援金（短期派遣）交付要綱第３条

13　私立中学校等修学支援実証事業費補助金

　　私立の小中学校等に在学する低所得世帯に属する生徒等の教育に係る経済的負担の軽減を図るため、受給権者たる保護者等に代わり代理受領する私立小中学校等の設置者に私立中学校等修学支援実証事業費補助金を交付した。
	年　度
	
	

	
	予算額
	決算額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	91,136千円
	80,200千円
	80,200千円

	平成３０年度
	110,500千円
	109,308千円
	109,308千円

	平成２９年度
	321,500千円
	309,834千円
	309,834千円


	学校種
	生徒数
	補助金額

	小学校
	  190人
	19,000千円

	中学校
	 612人
	 61,200千円

	合　　計
	 802人
	80,200千円


根拠法令等　　私立中学校等修学支援実証事業費補助金交付要綱第３条

　　　　　　　　　　　　　大阪府私立中学校等修学支援実証事業費補助金交付要綱第４条

14　国庫補助金等交付事務

　　私立学校に係る理科教育設備整備費等補助金等の経由事務は、次のとおりである。

　(1) 私立学校施設整備費補助金（私立高等学校等施設高機能化整備費補助）

　　　　　　１８校　　　   644,987千円

（うち平成30年度からの繰越分　２校　20,342千円）

　(2) 理科教育設備整備費等補助金
　　　　　　２０校　　      9,704千円

　(3) 私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）
　　　　　　４１校　　　　  291,092千円

　(4) 私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助（広域の通信制教育の支援））

　　　　　　　４校          141,369千円

　　　　　　　　根拠法令等　　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条

　　　　　　　　　　　　　　　及び同法施行令第17条

15　私立小・中・高等学校生徒知事賞

　　私立小学校、中学校、高等学校の児童、生徒で、学業に励み優秀な成果をおさめた者に　ついて、卒業時に知事賞を授与した。

	
	区　　分


	受賞児童生徒数

	

	
	小学校
	 　　　　　　　　　　　４
	

	
	中学校
	 　　　　　　　　　　３８

	

	
	中等教育学校
	　　　　　　　　　　　　１
	

	
	高等学校
	 　　全　日　制　　　８０
 　　通　信　制　　　　７
	

	
	計
	１３０人
	


幼稚園振興グループ
１　私立幼稚園等の認可、届出の受理及び指導
　　学校法人の設立の認可及び私立幼稚園の設置、廃止等、私立幼稚園に関する各種の認可
　を私立学校審議会の意見を聴いて行うとともに、私立幼稚園に関する各種の届出事項を受
  理するほか、私立幼稚園の管理運営、学校法人化の促進等について指導助言を行った。
　令和元年度認可及び届出等件数
	(1)認可件数
	１８８件

	
	 eq \o\ad(幼稚園廃止,　　　　　　　　　　　　　　　)
※幼保連携型認定こども園への移行に伴う廃止を含む
	　　１件

	
	園則変更（収容定員）
	　　０件

	
	 eq \o\ad(寄附行為変更,　　　　　　　　　　　　　　　)
	１１６件

	
	学校法人解散
	　　１件


	(2) 届出件数
	４４２件

	
	園長変更
	２５件

	
	園則変更
	２０７件

	
	園地園舎増減
	３２件

	
	役員変更
	１２８件

	
	理事長変更
	５０件

	
	幼稚園休園
	０件


	(3)特別代理人の選任
	９件


　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　学校教育法第４、10条　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第23条、第27条の２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私立学校法第５、30、31、40の5、45、50条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行令第１条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同法施行規則第２、４、13条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合等登記令第３、６条
２　私立幼稚園新規採用教員研修事業
　　私立幼稚園新規採用教員に対し、教員の指導力及び資質の向上を図るため研修を行った。
　(1)　実施回数　　　　　　　　　　　　　　　　　１０回
　　　　公私立幼稚園合同研修　　　　　　　　　　　 ８回
　　　　私立幼稚園夏期班別研修　　　　　　　　　　 １回
　　　　私立幼稚園秋期研修　　　　　　　　　　　 　１回
(2)　対象者　１，６０７人
３　私立幼稚園の経常費に対する助成
	年　度
	予 算 額
	補助園数
	
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	9,833,959千円
	213園
	9,833,957千円
	1,564,372千円

	平成３０年度
	11,150,864千円
	248園
	11,124,166千円
	1,756,122千円

	平成２９年度
	12,136,688千円
	270園
	12,003,066千円
	1,873,656千円


私立幼稚園の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減及び経営の健全化を図るため、幼稚園を設置する学校法人に対し、その運営費について補助した。
この補助は、幼稚園の規模や教員数及び財務等の状況に応じて算出した額を補助額として各学校法人に交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
４　私立幼稚園の教育研究費等に対する助成
	区　分
	予 算 額
	補助対象園数
	申請数
	補助園数
	決 算 額

	
	宗教法人立
	―
	０園
	０園
	０園
	0円 

	
	 eq \o\ad(個人立,　　　　　　　　　　)
	―
	1園
	1園
	1園
	13,928,700円 

	令和元年度
	13,929千円
	1園
	1園
	1園
	13,929千円

	平成３０年度
	13,892千円
	１園
	１園
	１園
	13,892千円

	平成２９年度
	14,859千円
	１園
	１園
	１園
	14,728千円


　　経常費助成を受けない私立幼稚園の教育条件の維持向上及び保護者負担の軽減を図るた
　め、当該幼稚園設置者に対し、直接教育の用に供する教育研究経費について補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
５　私立幼稚園の預かり保育事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	431,260千円
	200園
	429,640千円
	213,195千円

	平成３０年度
	505,590千円
	230園
	500,560千円
	248,285千円

	平成２９年度
	505,716千円
	253園
	470,770千円
	234,147千円


保護者や地域のニーズに弾力的に対応し子育て支援に資するため、幼稚園の預かり保育事業について、幼稚園設置者に対し補助した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
６　私立幼稚園等の特別支援教育費に対する助成

	年　度
	予算額
	補助単価
	対象園児数
	

	
	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	1,078,392千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,192人
	916,411千円
	443,460千円

	平成３０年度
	1,071,336千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,130人
	861,318千円
	420,035千円

	平成２９年度
	1,062,712千円
	784千円(2人以上)

392千円(1人)
	1,128人
	873,768千円
	428,064千円


　　私立幼稚園等における特別支援教育の充実を図るため、心身障がい児を就園させている

幼稚園等を設置する学校法人に補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　私立学校振興助成法第９条
７　キンダーカウンセラー事業に対する助成

	年　度
	予算額
	交付園数
	

	
	
	
	決算額
	

	
	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	40,500千円
	125園
	42,640千円
	21,320千円

	平成３０年度
	40,500千円
	127園
	41,170千円
	20,585千円

	平成２９年度
	40,500千円
	127園
	41,620千円
	20,810千円


　　私立幼稚園等における幼児教育の充実を図るため、キンダーカウンセラー事業に必要な経費について、幼稚園等設置者に対し補助した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　地方自治法第 232条の２
８　私立学校耐震化緊急対策事業費補助金
	区　分
	補助対象校数
	補助金額

	改修
	4園
	15,514千円

	改築
	1園
	1,777千円

	診断
	3園
	882千円

	合　　計
	8園
	18,173千円


私立学校施設の耐震化の現状とその重要性を踏まえ、私立学校施設の耐震化を促進し、生徒の安全確保の取り組みを支援するため、耐震改築工事を行う学校法人等に対し補助した。

根拠法令等　　大阪府私立学校耐震化緊急対策事業費補助金交付要綱
９　認定こども園整備等に対する助成
子どもを安心して育てることができる体制を整備するため、認定こども園の整備等に要
する費用の一部を市町村及び学校法人に対して補助した。
(1) 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金・文部科学省分）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	2市
	5,237千円
	5,237千円

	平成３０年度
	―
	0千円
	0千円

	平成２９年度
	1市、3学校法人
	435,565千円
	435,565千円


(2)認定こども園施設整備交付金（文部科学省）を財源とする事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	18市町村、4学校法人
	691,663千円
	691,663千円

	平成３０年度
	17市町、4学校法人
	1,267,796千円
	1,267,796千円

	平成２９年度
	14市町、1学校法人
	997,545千円
	997,545千円


　　　　　　根拠法令等　(1)大阪府安心こども基金特別対策事業認定こども園整備等
（文部科学省関係分）補助金交付要綱
(2)大阪府認定こども園施設整備費補助金交付要綱
(3)教育支援体制整備事業交付金（文部科学省）を財源とする事業

　ア　移行準備支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	5学校法人
	2,221千円
	2,221千円

	平成３０年度
	16学校法人
	8,228千円
	8,228千円

	平成２９年度
	8学校法人
	3,115千円
	3,115千円


イ　ＩＣＴ化支援事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	37学校法人
	18,380千円
	18,380千円

	平成３０年度
	27学校法人
	13,163千円
	13,163千円

	平成２９年度
	46学校法人
	22,068千円
	22,068千円


根拠法令等　　大阪府教育支援体制整備事業費補助金交付要綱
ウ　幼児教育の質の向上のための緊急環境整備事業

	年　度
	交付対象
	

	
	
	補助額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	59学校法人
1国立大学法人

16市町
	11,938千円
	11,938千円


根拠法令等　　大阪府教育支援体制整備事業費補助金交付要綱

10　東日本大震災私立学校等授業料等特別減免助成
（予算額は対象全学種合計額。決算額は私立幼稚園分のみ）
	年　度
	予　算　額
	

	
	
	決　算　額
	

	
	
	
	うち特定財源

	令和元年度
	1,351千円
	0千円
	0千円

	平成３０年度
	2,441千円
	0千円
	0千円

	平成２９年度
	2,441千円
	0千円
	0千円


生徒等の家計支持者が被災者となり、東日本大震災に起因する事情により授業料の納付
が困難となった児童・生徒の修学を保障するため、次のとおり学校法人を通じて授業料を
減免した。
	 　　 eq \o\ad(区分,　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助人員,　　　　　　　　　　　　)
	 　 eq \o\ad(補助金額,　　　　　　　　　　　　　　　)

	 幼稚園
	0人
	0 円

	 　　　合　　　　計

	0人
	0 円


根拠法令等　　私立学校振興助成法第10条
地方自治法第 232条の２
11　国庫補助金等交付事務
　　私立幼稚園に係る私立幼稚園施設整備費国庫補助金の経由事務は、次のとおりである。
　　○私立学校施設整備費補助金《新築・増築・改築等》

	年　度
	園　数
	補助額

	令和元年度
	16園
	107,553千円

	平成３０年度
	25園
	36,170千円

	平成２９年度
	10園
	88,091千円


根拠法令等　私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱
12　施設型給付費等負担金
	年  度
	予算節
	予 算 額
	交付対象
	決 算 額

	令和元年度
	補助金
	3,834,679千円
	42市町
	3,497,546千円

	
	負担金
	4,413,289千円
	43市町村
	4,163,564千円

	平成３０年度
	補助金
	3,094,655千円
	42市町
	2,947,604千円

	
	負担金
	2,894,143千円
	43市町村
	2,862,145千円

	平成２９年度
	補助金
	2,551,370千円
	43市町村
	2,468,517千円

	
	負担金
	2,411,365千円
	43市町村
	2,382,910千円


　　子どもの健やかな成長を支援するため、市町村が支弁する施設型給付費等の支給に要する経費について福祉部子育て支援課を通じて交付した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　子ども・子育て支援法

検査・指導グループ
１　私立幼稚園等に対する補助金調査等
　　私立幼稚園及び学校法人が設置する認定こども園１９５園（平成30年度２１６園、合計４１１園）に対し、補助金調査等を実施した。不適正案件については指導助言を行い、補助金の適正な執行に努めた。
　根拠法令：私立学校振興助成法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　私立学校法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律
令和元年度　 　209千円


平成３０年度   210千円


平成２９年度   292千円









